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灯油をはじめとする物価抑制と生活支援を求める緊急要請 

 

消費者物価が上昇を続けています。道内の消費者物価は８月で１４カ月連続上昇し、３カ月連

続で３％を上回りました。とりわけ冬の需要期を迎える暖房用の灯油と食品の値上がりは家計を

直撃しています。 

 

北海道消費者協会の価格調査では、１０月の灯油の平均価格は１㍑１２０．６円となり、前年同

月比２１．７円高、１２０円を超えるのは７カ月連続です。リーマンショックのあった２００８年９月（１２

７．３円）以来の異常な水準です。灯油価格は、多くの道民の命と健康に関わり、政府の元売り補

助はあるものの現状の高値はくらしの危機を招いています。当協会の別の調査で一戸建ての年間

灯油使用量は平均１５４０㍑あり、このままでは前年比年間３万３４００円の負担増となります。 

 

世界経済は、コロナ禍からの立ち直りの過程に、ロシアによるウクライナ侵攻が波及し、エネル

ギーだけでなく食料も高騰しています。信用調査機関の調べでは、国内の食品主要１０５社の値上

げは年内に２万品目を超え、平均値上げ率は１４％とされます。２０１９年の総務省全国家計構造

調査で北海道の食料品支出は月平均５万６１１７円とされ、これに１４％を乗じると家計負担は年

額９万４２７７円にもなります。 

 

試算では、物価高による家計負担の増額分は食品と灯油、ガソリン、電気料金だけで年間１５

万円近くになります。物価高は衣類や雑貨、各種サービス、交通費にも及び、負担はさらに膨らみ

ます。一方、実質賃金は８月が前年比１・７％減と５カ月連続のマイナスです。物価高にもかかわら

ず算定の仕組みから公的年金は前年度比０・４％減となっています。厚生年金では夫婦二人のモ

デル世帯で年額１万８３６円減少する中の負担増は老後のくらしを根底から脅かしています。 

 

物価高は「逆進性」の牙もむきます。総務省と日銀の調査では、勤労者世帯の年収を５段階で

分析すると、最も高い９６２万円超の高所得層より、最も低い４６３万円以下の低所得層が０．４ポイ

ント多く物価上昇の影響を受けていました。コロナ禍で経済的痛手を被った人々、年金生活者や

低所得者はもとより、多くの道民がくらしの防衛に限界を迎えています。道民が安全・安心にくらせ

るよう、下記の事項に早急に取り組まれることを強く要請します。 

 

記 

 

1  エネルギー価格の高騰は、輸送費、資材費などを含む経済全般に波及することから、産油国

に対する増産要請と為替対策など政府が抜本的な価格抑制対策を強力に進めるよう働きかけ

ることを要望する。 
 



 

 

２ 灯油は、多くの道民の「命綱」であり、安定供給とともに、積雪寒冷の北海道の特殊性を鑑みて、

ガソリン価格連動型の補助に上乗せした価格対策を講じるよう政府に働きかけ、併せて小売り

段階での便乗値上げ等の監視と、消費者への的確・迅速な情報提供をいただきたい。 
 
３ 灯油価格の高騰により日常生活に支障をきたす社会的弱者に対し、福祉灯油等の助成を含む

支援と周知を迅速に行い、全自治体が福祉灯油等の生活支援を実施するよう強く働きかける

ことを要望する。 
 
4 福祉灯油の対象は、住民税の非課税世帯が中心であり、給与所得が年間３００万円前後の低

所得世帯は対象とならず、灯油価格を引き下げる「２」の対策を含め、低所得世帯への支援策

の充実を政府に働きかけ、道としての対策を講じていただきたい。 
 
５ 食料品価格の高騰が道民のくらしを脅かしており、低所得世帯給付金にとどまらず、将来的な

食料自給率の向上にもつながる幅広い施策の実施を政府に働きかけ、道としての対策を講じ

ていただきたい。 
 
６ 公的年金の減額は、高齢世帯への打撃が大きく、次年度の改定を待たず、弾力的な改定を検

討するよう政府に働きかけを要望する。 
 
７ コロナ禍による生活困窮者をはじめ食料支援を求める道民は多く、フードバンク、フードドライブ、

子ども食堂などの活動の輪を民間団体とともに広げていただきたい。 

 

 

要請代表 一般社団法人  北海道消費者協会 

                       会長  長島 博子 

 

                                                                

                                      

             

公益社団法人  札幌消費者協会 
江別消費者協会 

千歳消費者協会 
恵庭消費者協会 

北広島消費者協会 
NPO法人     函館消費者協会 

江差消費者協会 
小樽消費者協会 

倶知安消費者協会 
岩見沢消費者協会 
美唄消費者協会 
深川消費者協会 

上砂川消費者協会 
一般社団法人  旭川消費者協会 

名寄消費者協会 
富良野消費者協会 
東神楽消費者協会 
東川消費者協会 
美深消費者協会  
稚内消費者協会 

浜頓別消費者協会 

 一般社団法人  北見消費者協会 
 網走消費者協会 

美幌消費者協会 
遠軽消費者協会 
室蘭消費者協会 
登別消費者協会 

一般社団法人  帯広消費者協会 
音更町消費者協会 
清水消費者協会 

 中札内消費者協会 
大樹消費者協会 
本別消費者協会 

釧路消費者協会 
厚岸消費者協会 
浜中消費者協会 
標茶消費者協会 

鶴居村消費者協会 
根室消費者協会 

 別海町消費者協会 
 

（ 計 ４１協会 ） 

 


